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（１）基本的な考え方 

○ 厚生労働大臣が、公的年金制度（厚生年金保険及び国民年金）について、次の最終的な責任を負う。 

① 公的年金制度の所管大臣として果たす「制度設計」と「年金財政の管理・検証」についての責任 

② 日本年金機構に委任した事務を含め、公的年金制度を運営する者としての管理運営責任 

○ これまで、制度設計と年金財政検証は年金局、制度の管理運営は社会保険庁に分けられていたが、公

的年金制度の運営に係る諸課題の反省を踏まえ、車の両輪ともいうべき上記①及び②の責任を一体的に

果たす新しい年金局の組織体制を設け、公的年金制度への国民の信頼を確保する。 

○ また、一連の運営業務を日本年金機構に委任することから、 

ア．機構に委任された事務の効率的で効果的な実施について、機構の理事長の手腕が最大限発揮され、

その責任が十分果たされるような仕組みを構築するとともに、 

イ．機構の業務運営について、厚生労働省が、機構と問題意識を常に共有するとともに、業務運営の改

善に資する具体的な支援、問題発生時の迅速な対応など、機構が的確な業務運営を行えるよう、密接

な連携を確保する。 

Ⅰ．厚生労働省に新たに設置される年金事業管理組織についての考え方 
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（参考）厚生労働省と日本年金機構との関係（イメージ）

厚
生
労
働
省 

公的年金制度の管理運営

責任 

大臣の委任を受けて、一連

の事務を効率的・効果的に

実施 

日
本
年
金
機
構 

機構の理事長の手腕の最大限発揮 
問題意識の共有 
密接な連携（業務運営の改善に資す

る支援、問題発生時の迅速な対応）

委任・委託 

年金財政の管理・検証責任

制度設計責任、 
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（２）公的年金制度の運営責任を果たすための国の基本的な役割 

○ 厚生労働大臣は、公的年金制度の管理運営責任を十分に果たすため、日本年金機構に対する次の基本

的役割を担う。 

ア．日本年金機構の効率的かつ効果的な法人運営を確保するための支援 

イ．日本年金機構に委任した事務が法令に従って適正に実施されるための措置 

○ 加えて、法律上、機構に委任されず厚生労働大臣が行う以下の事務を、自ら的確に行う。 

(i) 公的年金制度の運営の根幹部分として国が直接行う事務（個別の保険料、年金給付等の最

終決定、不服審査等） 

(ii) 被保険者の年金記録（年金原簿）の備付け、社会保険オンラインシステムの統括管理 等 

○ このため、社会保険庁の廃止に伴い、その業務を①厚生労働省が担う業務と、②日本年金機構が担う

業務に、仕分けする。 
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（参考）社会保険庁・社会保険事務局・社会保険事務所が担っている業務の仕分け 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※網掛けは従来社会保険庁が実施していた業務 

社会保険庁・社会保険事務局・社会保険事務所（公的年金制度の運営管理及び年金財政の管理） 

 
 
○事業の統括管理 
・経営企画、組織管理、人材育成、法令遵守 
・業務マニュアルの策定、業務の標準化 
・システムの開発・運用等の実務 
・調達コスト、外部委託の品質管理 
・効率性、正確性、サービス向上を図る事務企画  等 

○一連の事業の実施 
・届書等の受理、審査、記録管理 
・被保険者、受給者、事業主等への通知 
・事業所調査、職権適用 
・保険料の徴収事務、免除猶予、滞納処分 
・年金相談 
・年金の裁定審査等に係る事務 

 

 

（公的年金制度の設計

及び年金財政検証） 

・年金制度の企画立案 

・年金財政検証 

・年金積立金の管理運用 

・企業年金制度等の企画

立案・管理 

・諸外国との年金通算協

定の企画立案 

・市町村等関係機関との連携         等 

 

・目標設定、実績評価 
・業務・会計監査 
・年金特別会計の管理 
・省令・告示・基本通達の作成

・個別の保険料・年金給付等の

最終決定 
・訴訟への対応 
・システムの統括管理 
・システム監査 
・その他（情報公開、文書管理、

受給者の動向等の統計、広

報・広聴、外国の保険者との

調整、施設の整理推進） 
・審査請求 
・市町村等地域との連携支援 
・収納・滞納処分等に係る認可

②日本年金機構が担う主な業務 ①今後厚生労働省が担う

主な業務 
厚生労働省年金局が担

ってきた業務 
移管 
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（１）社会保険庁本庁から厚生労働省本省へ移管する業務・人員規模 

○ 社会保険庁の業務を仕分けし、今後、厚生労働省（本省）が担う業務と当該人員規模は、次のとおり。 
※現在の社会保険庁の業務に関わっている人員を基礎として人員規模を算出（現段階のものであり、今後精査が必要）。 

［社会保険庁本庁（平成２０年１０月～ ）］                   ［厚生労働省本省（平成２２年１月～ ）］ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅱ．今後厚生労働省が担う業務とそれに伴う人員規模（精査中） 

■本 庁：２７７人 
 
 
 
 
 
 
 

【その他】情報公開、文書管理、受給者の動向等の統計、広報・広聴、外国

の保険者との調整、施設の整理推進           など 

【システムの統括管理】開発方針・制度改正に係るシステム企画、制度改正

に係る開発段階の進捗管理、システム監査        など 

【年金法令の運用】省令・告示・基本的な通達の作成、個別の保険料・年金

給付等の最終決定、訴訟への対応             など

【特別会計の管理】財政、予算、契約、管財、決算 など 

【法人運営の確保】目標設定、実績評価、業務・会計監査 など 

■社会保険大学校 ２１人  

総務部 
１２９人 

運営部 
１４８人 

■社会保険業務センター 
    ７２０人 

２０人程度 

４０人程度 

４０人程度 

４０人程度 

４０人程度 

■移管される人員規模   約１８０人程度  合 計： １，０１８人 
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（２）社会保険事務局等から地方厚生局へ移管する業務・人員規模 

○ 国が引き続き担う①審査請求の対応、②市町村等地域との連携支援については、厚生労働省（地方厚生局）で行う。 
○ また、日本年金機構法に基づいて新たに厚生労働大臣の業務とされたもの（国に代わって機構の職員が実施する事務に関

する認可等）については、機構の職員が所属する事務所に身近な行政機関（地方厚生局）で行う。 

［社会保険事務局等（平成２０年１０月～ ）］                   ［地方厚生局（平成２２年１月～ ）］ 

 
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                        

社会保険事務局（４７局） 
 
 
 
 
 
 

【審査請求】年金給付の処分決定に係る審査請求の対応   など

■総務部門 ８４６人 

【国に代わって機構の職員が実施する事務に関する認可】 
機構の収納職員・徴収職員の任命に係る認可、収納事務報告の受

理、機構が行う立入調査・滞納処分の認可、滞納処分報告の受理、

滞納処分に関する国税局との調整            など 

５０人程度 

■運営部門 ６８２人 

■社会保険事務所（３１２所）  
８，０８７人 

１００人程度 

■事務センター（４７か所）  
３，０９７人 

７０人程度 【市町村等地域との連携支援】年金委員の委嘱、市町村の法定受託

事務、市町村事務費交付金の交付          など 
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合 計：１２，７１２人 

※社会保険事務局等から総務省年金記録確認第三者委員会へ現在出向している１１０人程度の職員（3月末現在）については別途検討が必要。 

■移管される人員規模   約２２０人程度 



 Ⅲ 国民の信頼に応える公的年金制度の運営を確保するための厚生労働省の役割 

（１）国民の声を活かした公的年金制度の運営 

○ 国民の共同連帯の理念に基づき運営されるべき公的年金制度について、国民の声をできる限り運営に反映させ、改善に

役立てる。 
○ このため、日本年金機構において、国民の声を事業運営に活かす仕組みを設けるとともに、厚生労働省においても、国

民の声を事業の管理運営に活かす取組を行う。 
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国  民 
（被保険者・受給

者・事業主等） 

日本年金機構 

 
※被保険者・受給者・事業主等の意見

を反映させる運営評議会の開催 

厚生労働省 ・目標設定、実績評価 

・業務改善のための支援 

・監査、業務改善の指示 

・業務改善に資する制度改正等の要望 

・公的年金制度の運営に関する国民の声 

・公的年金制度についての

わかりやすい説明 
・業務運営に

関する国民

の声 ・わかりやすい説明

・サービスの改善 

・市町村・商工会等からの改善提案 



（２）社会保険オンラインシステムの統括管理 

【システムに関する厚生労働省と日本年金機構の役割に関する基本的な考え方】 
○ 効率的・効果的で適正な事務処理を担う責任を果たすため、日本年金機構が、システムの開発・管理・運

用の実務（※）を担う。 
※システムの開発基本計画案の作成、費用見積もり、基本設計、詳細設計、業者の進捗管理、業務検証・運用テスト等 

○ 一方、公的年金制度を運営する者としての管理運営責任を果たすため、国（厚生労働省）が、システムの

保有と開発契約の主体となり、予算を計上し、開発からシステム監査までの統括管理を行う。 
※日本年金機構法は、厚生労働大臣が「被保険者に関する原簿」を備えることとされている。（年金記録をシステム上で管理） 

○ 厚生労働省のシステム統括管理の部門は、機構のシステム部門の置かれる場所（高井戸庁舎）に置き、 
①制度改正や業務改善等の諸課題に対応したシステム開発であること 
②システム開発の費用等が適正であること 

などを検証することを通じて、開発に関する予算要求や契約など、管理運営に係る責任を果たす。 

○ 厚生労働省と日本年金機構の両者が参画し、外部の有識者も加えた「システム開発委員会」を設け、企画

段階の計画、予算要求、開発内容の確定にわたって協議し、決定する。 

○ また、専門性の高い人材を確保するため、厚生労働省のシステム統括管理の部門と機構のシステム部門と

の間で人事交流を行うとともに、民間のＩＴ部門の実務担当者を職員として中途採用することを検討する。 

○ なお、システム開発に係る機構の役割（責任と権限）については、国が認可する「業務方法書」で明確に

する。 
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（参考）社会保険オンラインシステムの開発から運用までの流れと国（厚生労働省）と日本年金機構の役割（イメージ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
④基本的な考え方を踏まえたシステム開発の検

討（費用見積もりの作成等） 
 
⑦システム開発基本計画書案の作成 
 
 
 
 
 
⑪システム開発（基本設計・詳細設計・業者の進

捗管理） 
⑬業務検証・運用テスト 
 
⑯運用方針に従ったシステムの運用（保守管理） 
 
⑲検証結果を踏まえたシステムの運用改善 

 
 
 
 
③システム開発に当たっての基本的な考え方の

提示・指示 
 
⑥概算要求 
 
 
 
⑨委員会で決定された基本計画書に基づく契約

手続き着手 
⑩入札に応じた開発業者とともにシステム開発

するよう機構に指示 
 
 
⑮運用に当たっての方針の指示 
 
⑰システム監査 

国（厚生労働省） 日本年金機構  
 
①開発の必要性の協議 
②企画の妥当性の検討 
 
 
⑤開発費用の妥当性の検討 
 
 
⑧基本計画書の決定 
 
 
 
 
 
⑫開発の進捗状況聴取 
⑭最終検査報告 
 
 

基本計画書案の提出 

委員会決定に基づく対応 

委員会決定に基づく対応 

監査報告提出 

制度改正に関するシステム企画提案 

国の参画 システム開発委員会 

業務改善に関するシステム企画提案 

費用見積書の提出 

機構の参画 

⑱システム運用状況の検証 
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（３）国に対する不服申立て窓口の整備 

○ 年金給付の裁定等に対する不服申立てについての審査は、法律上、地方厚生局に置く社会保険審査官（社会保険事務局

から移管）及び厚生労働省に置く社会保険審査会が審査する仕組みとなっている。 
※なお、行政不服審査制度は、今国会に提出予定の法律案により見直される予定。 

○ 厚生労働省及び日本年金機構に窓口を設け、不服申立てを受け付けるとともに、不服申立てを国で確実に受け止め、国

民の立場に立って公正な判断を行う。 

＜国民の立場に立った不服申立ての対応の流れ＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

国民（不服申立人） 

厚生労働省（年金局・地方厚生局）、日本年金機構（本部・ブロック・年金事務所）

⑤再審査請求 

②不服申立て受付窓口            ⑥再審査請求受付窓口 

社会保険審査官（地方厚生局に置く） 

④裁決書（申立人の

不服を認容・棄却等）

⑧裁決書（申立人の

不服を認容・棄却等） 

⑦再審査請求の内容を調査し、判断 

社会保険審査会 

①不服申立ての請求 

③不服申立ての内容を調査し、判断 
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（４）年金事業運営に関する市町村等地域との連携 

○ 市町村には、国民年金関係の法定受託事務のほか、各種の協力連携事務を行っていただいている。また、年金相談や、

国民年金保険料の納付率向上対策、適正な適用手続きの促進等のためには、市町村、ハローワーク、教育機関、社会保険

労務士会、商工会など経済団体と、日本年金機構（年金事務所）が密接に連携することが必要である。 
○ このため、機構（年金事務所）が地域と連携しながら円滑に業務を推進できるよう、厚生労働省として、①市町村事務

費交付金の交付、②地域の行政機関や民間団体との協力体制づくりの支援など、地域との年金事業連携を推進する。 
○ あわせて、地域での公的年金制度の運営に対する要望を集め、事業運営の改善に役立てる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年金事務所 

民間団体 関係行政機関等

地域での公的年金制度の諸課題の解決に向けた地域連携強化の支援 

・大学との連携に

よる学生納付特

例の推進 

・ハローワークと

の連携   等 

・クレジットカード納付 

・コンビニエンスストア

での納付 

・保険料納付の勧奨等に

関する事業主との協力 

※制度設計と

制度運営の連

携によって実

現した改善例

・社会保険労務士会との

連携       等 ・住民基本台帳ネットワーク

情報の活用による各種届出

の簡素化 

・国民健康保険との連携 等 

市 町 村 
・市町村事務費交付金の交付 
・年金委員の委嘱        等 

厚  生  労  働  省  （  地  方  厚  生  局  ） 
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